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1. 2026年7月8日付Official Letter No. 4676/CT-CS 

2026年7月8日付Official Letter No. 4676/CT-CSに基づく納税者向けの要点と留意事項

3

海外の電子商取引プラットフォームに提供される管理・運用サービスに係る外国契約者税の取扱いに関
するガイダンス。

あるベトナム企業が、米国におけるAmazonの電子商取引プラットフォームの管理・運営につい
て、海外のサービス提供者とサービス契約を締結しました。サービス範囲には以下が含まれてい
ました。

• プラットフォーム運営のサポート。

• 販売アカウント管理。

• カスタマー・サポート作業の調整。

• 運営活動の支援。

• その他の電子商取引管理サービス。

納税者は、これらのサービスに対して海外のサービス提供者へ支払われる報酬がベトナムにおい
て外国契約者税の対象となるかどうかについて、税務当局に確認を求めました。

1.3. 潜在的リスク

以下の場合、税務当局が異なる見解を示す可能性があるため、納税者は、サービスの契約内容を慎重に
審査する必要があります。

• サービスの一部がベトナム国内で履行される場合。
• サービスがベトナム国内で全部または一部消費される場合。
• サービスの海外提供であることを立証するための裏付け資料が不十分な場合。

そのような場合、外国契約者税の適用可否は事案ごとに再審査される可能性があります。

1.2. 実務上の留意事項

本ガイダンスは税務当局がサービスの実質に重点を置いていることを改めて確認するものであり、これ
には以下が含まれます。

• サービスが実際に履行される場所。
• サービスが実際に消費される場所。
• サービスの性質および目的。単にサービス受領者の居住地のみに依拠するのではなくこと。

1.1. Official letterの要点

外国契約者が提供するサービスは以下の通りです。

• ベトナム国外で履行。
• ベトナム国外で消費。
• 米国におけるAmazonプラットフォームの運営に関連するサービス。

したがって、外国契約者がこれらのサービスから得る所得は、ベトナムの外国契約者税の適用対象には含
まれません。
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2. 2026年8月4日付Official Letter No. 2265/CST-GTGT

ある納税者が、輸出サービスに対する0%の付加価値税率の適用可能性、およびその取扱いを立証する
ために必要な裏付け書類について、指導を求めました。

主な争点は、当該サービスがベトナム国外で消費され、それによって輸出サービスに該当するか否か、
および納税者が付加価値税0%税率の適用を裏付けるために十分な裏付け書類を保管していたか否かで
した。

2026年8月4日付Official Letter No. 2265/CST-GTGT に基づく納税者向けの要点と留意事項 

輸出サービスに対する付加価値税の取扱いおよび0%の付加価値税率に必要な書類に関するガイダンス。

4

1. Official Letterの要点

税務当局は、2025年7月1日以降、すべての法定要件が満たされていることを条件として、輸出された
サービスが0%の付加価値税率の適用対象となり得ることを改めて表明しました。

主な要件は以下の通りです。
• 海外顧客の地位および海外での事業拠点を証明する書類。
• 当該サービスがベトナム国外で消費されたことを示す裏付け書類。
• 非現金による支払いの証拠。
• 現行の付加価値税規制で要求されるその他の裏付け記録。

2. 実務上の留意事項

サービスがベトナム国外で消費されているかどうかの判断は、付加価値税実務において依然として最
も厳しく精査される分野の一つです。

0%の付加価値税率の適用要件を審査するにあたり、税務当局は、契約上の取り決めのみに依拠する
のではなく、サービスの実際の受益者や消費地をますます重視するようになっています。したがって、
納税者は、海外の居住地に関する確認書、利用者のアクセス記録、システムログ、IPデータ、および
サービスの海外での利用を証明するその他の関連書類など、サービスの海外での消費を裏付ける確固
たる証拠を整備しておくことを検討すべきです。

3. 潜在的なリスク

国境を越えたサービス取引を行う納税者は、税務調査の際に付加価値税の申告内容を立証できるよう、
包括的な裏付け書類を保管しておく必要があります。

消費地を適切に立証できない場合、または裏付け書類が不十分な場合、税務当局は0%の付加価値税
率の適用に異議を唱え、現行の規制に基づき標準的な付加価値税の取り扱いを行うことがあります。
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3. 2026年8月3日付Official Letter No. 10049/NBI-QLDN1

雇用契約の終了に伴う従業員への支払いに際して、10％の個人所得税を源泉徴収に関するガイダンス。

税務当局は、雇用主が雇用契約終了時に個人に支払う課税所得に対し、10％の個人所得税を源泉徴収す
る義務があることを明確にしました。

源泉徴収額の計算基礎を決定する際には、以下の点に留意する必要があります。

• 時間外勤務手当および夜勤手当のうち非課税部分、ならびに未消化の年次有給休暇に対する法定支
給額を含む非課税所得は、源泉徴収の計算基礎から除外します。

• 強制保険料、家族控除その他の控除項目は、10％の源泉徴収方式を適用する際には考慮しません。
これらの控除は、該当する場合、個人所得税の確定申告時にのみ考慮することができます。

雇用契約終了時の10％の個人所得税源泉徴収に関する要点
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個人所得税免税確約

個人が、適用される各種控除を反映した年間課税所得について、合理的に見積もった結果、課税最低限
を超えないと見込まれる場合、現行法令に従い、免税確約書を提出することができます。

雇用主は、有効な免税確約書を受領した場合、個人所得税の源泉徴収を一時的に行わないことができま
す。また、関連する証憑・記録を適切に保管するとともに、必要な報告義務を履行する責任を負います。

個人が留意すべき事項

その後、追加の課税所得を得たことにより個人所得税の納税義務が生じた場合、個人は、該当する個人
所得税の申告、確定申告および納付について責任を負います。また、納税者は、雇用主に提出した免税
確約書の内容について、その正確性および完全性について全面的に責任を負います。
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4. 2026年8月5日付Official Letter No. 4176/KHH-QLDN3

電子商取引プラットフォームを通じてサービスを提供する外国契約者の外国契約者税申告義務に関するガ
イダンス。
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TikTok等の電子商取引プ
ラットフォームを通じて
サービスを利用し、取引ご
とにサービス料が控除され
る場合において、外国の
サービス提供者から月次で
まとめた請求書が発行され
る場合、企業は外国契約者
税について月次で登録・申
告することができます。

電子商取引プラットフォー
ムに係る外国契約者税の月

次申告

..

非定期取引に係る外国契
約者税申告要件

外国契約者税の確定申告
要件

機械の据付、設備関連サー
ビス、著作権関連費用など、
外国契約者に対する支払い
が不定期に発生し、Circular 
No. 89/2026/TT-BTCに定め
る月次申告の要件を満たさ
ない場合、企業は支払発生
ごとの申告方式を適用する
ことができます。

源泉徴収方式を適用する場合、
外国契約者税の確定申告は原
則として、契約の完了または
終了時にのみ行う必要があり
ます。年次の外国契約者税確
定申告は不要です。

.

納税者が留意すべき主な事項

税務当局によるデジタル経済取引への監視が強化される中、以下の支払いについては、特に注目
される可能性があります。

• 電子商取引プラットフォーム・サービス。
• デジタル広告サービス。
• その他の電子商取引管理サービス。
• クラウド・ベース・サービス。
• SaaSサブスクリプション。
• その他の国境を越えた技術サービス。

企業は、将来の税務調査における潜在的な税務リスクを軽減するため、国境を越えるデジタル取
引について定期的に見直し、外国契約者税の適用可能性を検討するとともに、外国契約者税申告
を適時かつ適切に行うことが推奨されます。
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